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川﨑医院（介護予防）通所リハビリテーション 運営規程 
 
第１条 医療法⼈新成会が開設する川﨑医院が実施する指定通所リハビリテーション及び

指定介護予防通所リハビリテーション（以下「指定通所リハビリテーション等」と
いう。）の事業（以下「事業」という。）の適正な運営を確保するために⼈員及び管
理運営に関する事項を定める。 

 
（事業の⽬的） 
第２条  要介護状態⼜は要⽀援状態にある者（以下「要介護者等」という。）に対し、その

有する能⼒に応じ⾃⽴した⽇常⽣活を営むことができるよう指定通所リハビリテ
ーション等を⾏い、利⽤者の⼼⾝の特性を踏まえ、⽣活の質の確保および向上を図
るとともに、安⼼して⽇常⽣活を過ごすことができるよう居宅サービスを提供す
ることを⽬的とする。 

 
（運営の⽅針） 
第３条   

1 川﨑医院が実施する指定通所リハビリテーション等の従業者は、要介護者等が居宅 
2 において、その有する能⼒に応じ⾃⽴した⽇常⽣活を営むことができるよう、理学

療法、作業療法その他必要なリハビリテーションを⾏うことにより、利⽤者の⼼⾝
の機能の維持回復、向上を図ることとする。 

3 指定通所リハビリテーション等の実施にあたっては、利⽤者の医師及び⼈格を尊重
し、常に利⽤者の⽴場に⽴ったサービスの提供に努めるものとする。 

4 利⽤者の介護状態の軽減若しくは悪化の防⽌⼜は要介護状態となることの予防に
資するようその⽬的を設定し、その⽬的に沿ったリハビリテーションを計画的に⾏
う。 

5   事業の実施にあたっては、関係市町村、地域包括センター及び地域の保健・医療
福祉サービスと綿密な連携を図り、総合的なサービスの提供に努めるものとする。 

6 ⾃治体の定める関係法令等に定める内容を遵守し事業を実施する。 
 
（指定通所リハビリテーション等の⼀体的運営） 
第 4 条 指定通所リハビリテーション等のサービス提供は、同⼀の事業所において⼀体的

に運営するものとする。 
 
（事業所の名称等） 
第 5 条 事業を⾏う事業所の名称及び所在地は次のとおりとする。 
  １ 名称   医療法⼈新成会川﨑医院 
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  ２ 所在地 ⻑崎県⻄彼杵郡⻑与町岡郷３７番地１１ 
 
（職員の職種、員数及び職務内容） 
第 6 条 指定通所リハビリテーション等の従業者の職種、員数及び職務内容は次のとおり

とする。 
  １ 医師（管理者を兼務、常勤） １名 
    管理者は、従業員の管理、事業の利⽤の申込みに係る調整、業務の実施状況の把握

その他の管理を⼀元的に⾏うとともに、介護保険法等に規定される指定訪問リハ
ビリテーション等の事業実施に関し、遵守すべき事項について指揮命令を⾏うも
のとする。 

 医師は、リハビリテーションの提供を⾏うにあたり診療を⾏い、指⽰および利⽤者
の健康管理、保健衛⽣の指導を⾏う。また指定通所リハビリテーション等の計画策
定を従事者と共同して作成するとともに、指定通所リハビリテーション等の実施
に関わる従事者への指⽰を⾏う。 

    ２ 従事者 
     理学療法⼠    １名以上 
        作業療法⼠    １名以上 
        介護職員          ５名以上 
        従事者は、指⽰及び計画に基づき通所リハビリテーション等を提供する。 
 
（営業⽇及び営業時間） 
第７条 事業者の営業⽇及び営業時間は、次のとおりとする。 
   １ 営業⽇  ⽉曜⽇から⼟曜⽇ 

２ 営業時間 ８時３０分〜１7 時 3０分 
 但し、祝⽇及び８⽉１４⽇〜１５⽇、１２⽉３１⽇〜１⽉３⽇を除く 

３ サービス提供時間帯 9 時００分〜１５時４０分 
 
（指定通所リハビリテーション及び介護予防通所リハビリテーション利⽤定員） 
第 8 条  事業所の１⽇の利⽤定員は、2 単位(１単位１０名)とする。                  
 
（指定通所リハビリテーション等の内容） 
第 9 条   

1 指定通所リハビリテーション等の内容は次のとおりとする。 
（１）通所リハビリテーション（⾝体状況把握を含む） 
（２）⾷事サービス 
（３）⼊浴サービス 
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（４）送迎サービス 
2 指定通所リハビリテーション等の提供にあたっては、利⽤者の⼼⾝の状態の維持

回復または向上に資するよう、その⽬標を設定し、計画的に⾏うための通所リハビ
リテーション計画等を作成しなければならない。 

3 指定通所リハビリテーション等の提供にあたっては、常に利⽤者に対し懇切丁寧
に⾏うものとし、利⽤者またはその家族に対し、リハビリテーションの観点から療
養上必要とされる事項について、理解しやすいように指導または説明を⾏うもの
とする。 

4 指定通所リハビリテーション等の提供にあたっては、常に利⽤者の病状、⼼⾝の状
況およびその置かれている環境の的確な把握に努め、利⽤者に対し適切なサービ
スを提供するものとする。特に、認知症を有する利⽤者に対しては、利⽤者の有す
る特性に対応したサービス提供ができる体制を整えるものとする。 

5 指定通所リハビリテーション等の提供にあたっては、その者の被保険者証により
受給資格やその内容（認定区分、有効期間、介護認定審査会意⾒の内容等）を確認
するものとする。 

6 指定訪問リハビリテーション等の提供を⾏う従業者は、当該リハビリテーション
の提供において常に社会⼈としての⾒識ある⾏動をし、従業者としての⾝分を証
明する証明書を携帯し、利⽤者及びその家族等から提⽰を求められたときは、これ
を提⽰するものとする。 

 
（利⽤料その他の費⽤の額） 
第 10 条  

1 指定通所リハビリテーション等を提供した場合の利⽤料の額は、介護報酬の告⽰上
の額とし、当該指定通所リハビリテーション等が法定代理受領サービスである時は、
その額に利⽤者の介護保険負担割合証に記載の⾃⼰負担割合を乗じた額とする。 

2 事業者は、前項の⽀払を受ける額のほか、次の各号に掲げる費⽤の額の⽀払を利⽤者
から受けることができる。 

（１） 次条の通常の事業の実施地域以外の地域に居住する利⽤者に対して⾏う送迎に 
要する費⽤ 

通常の事業の実施地域を超えてから、⽚道１ｋｍごとに５０円 
（２）⾷費 （おやつ込み）５３０円／⽇ 
（３）おむつ代 実費 
（４）前各号に掲げるもののほか、指定通所リハビリテーションの提供において提供さ

れる便宜のうち、⽇常⽣活においても通常必要となるものに係る費⽤であって、
その利⽤者に負担させることが適当と認められる費⽤ 

 ３  前項の費⽤の⽀払いを受ける場合は、利⽤者⼜は家族に対し事前に⽂書で説明した
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上で、⽀払いに同意をする旨の⽂書に署名（記名捺印）を受けることとする。 
 
（通常の事業の実施地域） 
第１１条 通常の実施地域は、⻑与町（全域）、時津町（全域）、⻑崎市（滑⽯１丁⽬、 

⼥の都２〜４丁⽬、泉町の区域とする。 
 
（サービス提供に当たっての留意事項） 
第１２条 利⽤者の利⽤に当たっての留意事項は、次のとおりとする。 

（１）敷地内含め事業所内では飲酒や喫煙をしない。 
（２）機能訓練等を通じて、⽇常⽣活動作や精神状態の向上を⽬指して従業者に協⼒ 
   して努⼒する。 
（３）体調の変化等を速やかに従業者に伝えるとともに、必要な⼿当て等を受ける。 
（４）従業者の指⽰に従う。 
（５）施設の備品等を⼤切に扱う。 
（６）事業所内において政治活動または宗教活動を⾏わない。 
（７）事業所内に危険物を持ち込まない。 
（８）所持⾦そのほか貴重品は利⽤者⾃ら管理する。 
 

（緊急時、事故等発⽣時の対応等） 
第１３条 

1 事業者は利⽤者に対する指定通所リハビリテーション等の提供により事故が発⽣
した場合は、当該利⽤者の家族、介護⽀援専⾨員または地域包括⽀援センターおよ
び市町村等に連絡するとともに、必要な措置を講じなければならない 

2 前項の事故については、その状況及び事故に対する処置状況を記録しなければなら
ない 

3 事業者は、利⽤者に対する通所訪問リハビリテーション等の提供により賠償すべき
事故が発⽣した場合は、損害賠償を速やかに⾏うものとする。 

 
（虐待の防⽌のための措置に関する事項） 
第１４条 

1 事業所は、虐待の発⽣⼜はその再発を防⽌するため、以下の措置を講じる。 
（１） 虐待の防⽌のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その

結果について、従業者に⼗分に周知する。 
（２）虐待の防⽌のための指針を整備する。 
（３）従業者に対し、虐待の防⽌のための研修を定期的に実施する。 
（４）前三号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置く。 
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2 前項に規定する委員会は、テレビ電話装置等を活⽤して⾏うことができるものと
する。 

3 事業者は、虐待等が発⽣した場合、速やかに市町村へ通報し、市町村が⾏う虐待等
に対する調査等に協⼒するよう努める。 

 
（業務継続計画の策定） 
第１５条 

1 事業者は感染症や⾮常災害の発⽣時において、利⽤者に対するサービス提供を継続
的に実施するための、及び⾮常時の体制での早期業務再開を図るための計画（以下
「業務継続計画」という）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じな
ければならない。 

2 事業者は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに必要な研修及び
訓練を定期的に実施しなければならない 

3 事業者は、定期的に業務継続計画の⾒直しを⾏い、必要に応じて業務継続計画の変
更を⾏うものとする 

 
（⾮常災害対策） 
第１６条 事業所は、⾮常災害に備えるため、消防計画を作成し避難訓練等を次のとおり⾏
うとともに必要な設備を備える。 
      防⽕責任者：川﨑智⼦   管理者：川﨑智⼦     
      防災訓練    年２回     
      避難訓練    年２回     
      通報訓練    年１回   
 
 
（衛⽣管理等） 
第１７条 事業者は事業所において感染症が発⽣し、または蔓延しないように、以下の措置
を講じなければならない。 

（1） 事業所における感染症の予防及び蔓延の防⽌のための対策を検討する委員会を
概ね６か⽉に１回以上開催するとともに、その結果について従業者に周知徹底
を図る。 

（2） 事業所における感染症の予防及び蔓延の防⽌のための指針を整備する。 
（3） 事業所において、従業者に対し、感染症の予防及び蔓延の防⽌のための研修及

び訓練を定期的に実施する。 
 
（苦情処理等） 
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第１８条 
1 事業者は、提供した指定通所リハビリテーション等に対する利⽤者またはその家

族からの苦情に迅速かつ適切に対応するためその窓⼝を設置し、必要な措置を講
じなければならない。 

2 前項の苦情を受けた場合には、当該苦情の内容等を記録しなければならない。 
3 事業者は、介護保険法の規定により市町村や国⺠健康保険団体連合会（以下「市町

村等」という）が⾏う調査に協⼒するとともに、市町村等から指導または助⾔を受
けた場合は、当該指導または助⾔に従って適切に改善を⾏うものとする。 

4 事業者は、市町村等からの改善報告の求めがあった場合は、改善内容を報告するも
のとする。 

 
（秘密保持） 
第１９条 

1 従業者は、正当な理由がなく、その業務上知り得た利⽤者またはその家族の秘密
を漏らしてはならない。この秘密保持義務は利⽤者との契約終了後も同様とする。 

2 前項に定める秘密保持義務は、従業者の離職後もその効⼒を有する旨を雇⽤契約
書等に明記する。 

3 事業者は、サービス担当者会議等で利⽤者及びその家族の個⼈情報等の秘密事項
を使⽤する場合は、予め⽂書により同意を得ておかなければならない。 
 

（従業者の研修） 
第２０条 事業者は、従業者の資質向上を図るため研修の機会を設け、業務体制を整備する。 
    （１）採⽤時研修  採⽤後２ヶ⽉以内 
    （２）継続研修   年１回以上 
 
（記録の整備） 
第２１条  

1 事業者は、この事業を⾏うために各号に掲げる記録を整備し、その完結の⽇から５
年間保存するものとする。 

（１） 通所リハビリテーション計画および介護予防指定リハビリテーション計画 
（２） 提供した具体的サービス内容の記録 
（３） 利⽤者に関する市町村への報告等の記録 
（４） 苦情内容に関する記録 
（５） 事故の状況及び事故に対する処置状況の記録 

  ２ 事業者は、従業者、設備、備品及び会計に関する記録を整備し、その終了した⽇か
ら５年間保存しなければならない。 
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附則 
この規程は令和５年６⽉１⽇から施⾏する。 
この規程は令和５年８⽉１⽇から施⾏する。 
この規程は令和５年 10 ⽉１⽇から施⾏する。 

旧 新 

（営業⽇及び営業時間） 
第６条  事業者の営業⽇及び営業時間
は、次のとおりとする。 
１ 営業⽇  ⽉曜⽇、⽕曜⽇、⽔曜⽇、
⾦曜⽇、⼟曜⽇ 
 
２ 営業時間 （略） 
３ サービス提供時間帯 （略） 
 
 
附則 
この規程は令和５年８⽉１⽇から施⾏する。 

（営業⽇及び営業時間） 
第６条  事業者の営業⽇及び営業時間
は、次のとおりとする。 
１ 営業⽇  ⽉曜⽇から⼟曜⽇ 
２ 営業時間 （略） 
３ サービス提供時間帯 （略） 
 
附則 

この規程は令和５年 10 ⽉１⽇から施⾏す
る。 

 
この規程は令和６年６⽉１⽇から施⾏する。 


